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最近の産業動向 

―業績押し下げ圧力が高まるなか、価格転嫁等でしのぐ― 

 

【要  旨】 

 

１．主要産業の 2008 年度見通し（生産等）は、横ばいもしくは減少となる指標が多い（図表

１）ものの、2008 年度決算（連結）は、資源国・新興国向けを中心とした外需の牽引や製

品・サービス価格の値上げを見込み、自動車、非鉄金属、半導体製造装置を除き増収を確

保する見通しである（図表２）。 

２．上場主要企業の 2008 年度決算見通しをみると、製造業では、原材料価格の価格転嫁や高

付加価値化を進める石油化学、紙・パルプが増収増益となる。電気機械は増収増益を維持

するも、円高や米国経済の低迷などにより伸び率は鈍化する見通しである。一方、鉄鋼は

鋼材価格の値上げを見込むものの、販売価格を上回る原材料価格の上昇により増収減益、

自動車は円高の進展や北米市場の不振を想定し減収減益の見通しである。 

非製造業では、新商品投入や販売網拡大などに努めるほか、商品・サービス価格の値上

げも見込み、全業種で増収を確保し、概ね増益の見通しである。ただし、電力、石油など

原燃料価格の影響の大きい業種では減益の見通しである。 

2007 年度決算と 2008 年度決算を比較し、売上高と経常利益の増減率推移をみると、2007

年度から 2008 年度にかけて「増収増益」から「減収減益」方向へと遷移する業種が多い

（図表３）。相対的に価格転嫁が見込まれる業種（石油化学、鉄鋼、紙・パルプ）は増収

率が拡大している。また、非製造業では、業績の動きが小幅で原点付近に集まる業種（小

売、貨物輸送（陸運）、通信、広告）がある（図表４）。 

 

［担当：産業調査・企画班 E-mail：report@dbj.go.jp］ 
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図表１ 主要産業の生産・輸出等の増減率推移及び見通し 

（備考）2008 年度の予想増減率（＊） 

◎：５％以上の増加、○：１％以上５％未満の増加、横ばい：１％未満の増加・１％未満の減少（±０％含む）

△：１％以上５％未満の減少、▲：５％以上の減少 
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図表２ 上場主要企業の 2008 年度の決算（見通し） 

 

図表３ 増減率推移（１）         図表４ 増減率推移（２） 

 

（出所）各社ＩＲ資料より作成 

（注）１．上場主要企業として各業種で採り上げた企業数は次の通り 

石油化学〔７〕、鉄鋼〔９〕、非鉄金属〔８〕、紙・パルプ〔５〕、自動車〔７〕、工作機械〔３〕、 

産業機械〔４〕、電気機械〔９〕、半導体製造装置〔７〕、小売〔１６〕、外食〔８〕、貨物輸送（陸

運）〔５〕、通信〔４〕、情報サービス〔６〕、広告〔３〕、電力〔９〕、石油〔４〕 

２．各企業における次の指標を経常損益として読み替えている（括弧内は採用企業） 

税引前利益（本田技研工業、松下電器産業、ソニー、ＮＴＴドコモ）、税引前当期純利益（日立製作

所、三菱電機、東芝）、継続事業税引前損益（三洋電機）、税金等調整前当期純利益（トヨタ自動車） 




